別記様式第８号
令和５年度地域医療介護総合確保事業（医療分）実績報告書
第　　　　　号　　
令和６年　４月２０日　　

　宮城県知事　村井　嘉浩　殿
　申請者　住　所　　　　仙台市青葉区本町三丁目８－１
○○診療所　　　　　　　　　
　　　　　　氏　名　　　　宮城　太郎　　　　　　　　　
（法人にあっては所在地，法人名称及び代表者氏名）
　令和６年１月１６日付け宮城県（医療）指令第●●●号で令和５年度地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金の交付決定の通知のありました地域医療介護総合確保事業（医療分）について、下記のとおり実施しましたので、補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。
記
１　事業実績報告書（別記様式第８号別紙（１））
２　所要額精算書（別記様式第８号別紙（２））
３　補助事業に係る歳入歳出決算書（見込）の抄本
４　その他参考となる書類
（１）産科・新生児科救急勤務医支援事業実績報告書（要領様式第２号-ア）
（２）産科・新生児科救急診療手当支給実績額明細書（要領様式第２号-イ）
事　業　実　績　報　告　書

	事業名
	産科・新生児科救急勤務医支援事業


１　対象事業の概要
(1)　事業実施主体及び事業実施体制

○○診療所
　
(2)　 事業実施地域（市町村）

仙台市青葉区本町▲丁目■－●　
(3)　 事業完了日

令和６年３月３１日
２　事業実績

(1)　事業目的

産科及び新生児科の救急診療に従事する医師の処遇改善を図り、人材の確保・定着を
図るもの。
(2)　事業内容

　　 ①　計画

産科・新生児科救急勤務医に産科・新生児科救急診療手当を支給する。
　 　②　実績

産科・新生児科救急勤務医に産科・新生児科救急診療手当を支給した。
(3)　事業に参画した機関・団体及び役割分担と連携方法

なし
(4)　事業運営に要したスタッフ（職種及び人数）

産科医　　　常勤１名
新生児科医　常勤１名
(5)　事業効果

　　 ①　計画

産科・新生児科救急勤務医の処遇改善を通じて、人材の確保・定着を図る。
　　 ②　実績

産科・新生児科救急勤務医の処遇改善を通じて、人材の確保・定着を図ることができた。
 (6)　事業概要（実施期間）
	実施内容
金額
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	産科・新生児科救急診療手当の支給
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(7)　今後の展開
引き続き、産科・新生児科救急勤務医の処遇改善を通じて、人材の確保・定着を図る。
※下記のような内容を記載

・補助金交付後の事業継続期間
・今年度の実績を踏まえた将来の事業のあり方や横展開など
所　　要　　額　　精　　算　　書

	事業名
	産科・新生児科救急勤務医支援事業


１　支出

	区　　分
	総事業費

(A)
	寄付金その他の収入額

(B)
	差引額
(A－B)

→実施要領第5(1)により選定された額(C)
	対象経費の支出済額
(D)
	基準額

(E)
	選定額

(F)
	補助所要額

(F×補助率)

(G)
	補助限度額

（交付決定額）
(H)
	算出基礎【D欄の
内訳】

	産科・新生児科救急診療手当
	円


	円
	円
325,000
	円
325,000
	円
650,000
	円
325,000
	円
108,000
	円
108,000
	別添明細書のとおり

	合　　計
	
	
	325,000
	325,000
	650,000
	325,000
	108,000
	108,000
	


（注１）区分欄には、別表の補助対象経費欄の区分を記載する。ただし、別途算定方法の定めがある場合、そ

れに則って記載すること。
（注２）Ｆ欄には、Ｃ欄の金額、Ｄ欄の金額、Ｅ欄の金額を比較して最も少ない額を記入すること。ただし、別途定めるＣ欄の金額との比較を要しない事業については、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入することとし、その場合、Ａ欄、Ｂ欄及びＣ欄への記入は不要とする。また、別途定めるＣ欄の金額を差引額ではなく他の金額に置き換える事業については、Ａ欄及びＢ欄への記入は不要とする。

（注３）算出基礎欄には、D欄の内訳を記載する。

２　収入

	区　　　分
	収 入 額
	備　　　考

	地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金
	108,000円
	

	事業者負担額
	217,000円
	

	その他補助金
	円
	

	寄付金その他の収入
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合　　　計
	325,000円
	



参考様式
産科・新生児科救急勤務医支援事業歳入歳出決算書（抄本）

	収入
	金額
	支出
	金額

	補助金
	１０８，０００
	産科・新生児科救急診療手当
	３２５，０００　　

	自己資金
	２１７，０００
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	合計
	３２５，０００
	合計
	３２５，０００


　　
上記のとおり相違ないことを証明する。
令和６年４月２０日
申請者　住　所　仙台市青葉区本町三丁目８－１　
　　　　　　　　 　○○診療所
　　　　　氏　名　　　　　宮城　太郎 　　　　　
　　　　
記入例





提出（発送）日を記載


令和６年４月２０日必着（厳守）





１月１６日付けで送付した文書の右上に「宮城県(医療)指令第●●号」と記載している番号を記載





担当者　○○


電　話　０２２－２１１－２６２２


E-mail　� HYPERLINK "mailto:tiikii1@pref.miyagi.lg.jp" �tiikii1@pref.miyagi.lg.jp�





ソフト事業





別紙（１）





手当を支給した産科・新生児科医等の職種（常勤・非常勤別）と人数を記載してください。








手当を支給する産科・新生児科医等の職種（常勤・非常勤別）と人数を記載してください。








手当を支給する産科・新生児科医等の職種（常勤・非常勤別）と人数を記載してください。








別表１掲載事業用





施設整備・設備整備・ソフト事業共通





別紙（２）





「要領様式第2号－イ　産科・新生児科救急診療手当支給実績額明細書」の選定額の合計　と同額





「要領様式第2号－イ　産科・新生児科救急診療手当支給実績額明細書」産科・新生児科救急診療手当支給額合計と同額





産科・新生児科救急診療にあたった医師数×10,000





Ｃ欄・Ｄ欄・Ｅ欄の金額を比較して最も少ない額





選定額(F)×1/3


(千円未満切捨)





交付決定通知書の金額





合計－地域医療介護総合確保事業(医療分)補助金


※その他補助金、寄付金その他の収入がある場合は、その分も減算してください。





１　支出


補助所要額（H）と補助限度額（補助決定額） (G)うちの低額な方を記載





対象経費の支出済額(D)と同額





所要額精算書　１ 支出


対象経費の支出済額(D)と同額





所要額精算書　１ 支出


対象経費の支出済額(D)と同額





所要額精算書　１ 支出


対象経費の支出済額(D)と同額





所要額精算書　２ 収入


地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金


と同額








